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土地利用

大規模な河道との再接続による持続的な氾濫原利用

堤防を戦略的に撤去または再配置すると、洪水リスクの低減、財とサービスの供給拡大につながる可能性がある。
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洪水は世界的に最も被害の甚大な自然災

害であり、その被害を受けやすい人口は今

後も増加が見込まれている（１）。気候変動

（１）と、土地利用の変化（湿地の埋立や

不透水性表土の拡大など）による河川への

降雨流出の加速化という二つの理由から、

洪水リスクが高まる可能性がある。米国で

は、河川洪水による年間損失が増加を続け

ているが（２）、中西部（1993年に総額 300

億ドル、2008 年度は 150億ドル）やカリフ

ォルニア州のセントラルバレー（1995年と1997年；各 40億ドル）における大規模洪水により特

に膨らんだ（３）。堤防保全の財源は慢性的に不足している一方で（５）、洪水がおきやすい河岸地

域（氾濫原）の住宅開発圧力は変わらない（４）。

洪水防止施設（堤防など）は氾濫原への洪水の流入を防いでいるが、自然の洪水貯留能力や健全

な河岸林や湿地を持続させるプロセスが損なわれている。うまく機能していれば、生物多様性を支

え、社会に財やサービスを供給するための最も貴重な生態系の一つとなるにもかかわらず（６，７）、

氾濫原（河川に連続する平原）は地球上で最も脅威にさらされた生態系の一つとなっている。そこ

で、経済的、環境的に持続可能な氾濫原を管理するには、早急に土地利用や政策を大々的に変える

必要があることを提起したい。堤防を戦略的に撤去するか河川から離して設け、洪水流を貯留し送

水するという自然の機能を果たしうる氾濫原地域を拡大しなければならない。

氾濫原の再接続により３つの基本目的が達成される：洪水リスクの低減、氾濫原における財とサ
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ービスの供給拡大、そして気候変動の潜在的影響に対する回復力である。人口密度の高い氾濫原の

面的な再接続には相当な費用を要することから、現在農業に使われている広域氾濫原の戦略的再接

続に活動の焦点をあてるべきである。この変更は、少なからぬ社会経済的、政治的問題に直面する

であろう。しかし、それも土地の私有や活気ある農業経済と両立する氾濫原の土地利用を促進する

ことで克服できるはずである。この具体的な提言は米国を対象としたものだが、この考え方は世界

のどこでも適用できる。同じような変更の要請が行われている国もある（例えば（８））。

リスクの低減、便益の増大

大規模な氾濫原再接続により洪水リスクは二つの形で低減される。まず、再接続された氾濫原内

の土地利用が定期的な浸水に対応できる活動へと移行していく。洪水に強い土地利用（後述）は、

はるかに洪水被害の影響を受けにくく、それにより災害救済金の要請も減る可能性がある。第二に、

再接続により洪水流を貯留し送水するために使える面積が増え、近隣地域への洪水リスクが低減さ

れる可能性がある。米国ではほとんどの地域で、こうした便益は、堤防の決壊により偶然に生じて

いる。例えば、2008年の中西部での洪水発生時には、農地保護を目的とした近くの堤防が決壊した

ため、ある町が洪水を免れ、洪水流は原野を氾濫させ、町の堤防への圧力を和らげることとなった

（９）。しかし、市民の安全という便益を最大化するために氾濫原の戦略的再接続を設計実施するこ

とは、地方や地域の洪水リスクの低減に大変有望である（８）。例えば、イリノイ川の調査から、

8000haの氾濫原の再接続により、大規模洪水による浸水確率が半減し、農地 26,000haの保護が改

善されることが分かった（10）。

氾濫原の大規模再接続は、水管理施設の柔軟性や回復力を高める可能性もある。世界的に、何千

もの大規模な多目的ダムが洪水防止や給水および/または水力発電に使われている（または、その目

的で建設中である）。貯水池の水位を一部抑える必要性（洪水流の貯留目的で）と、満水時にもたら

される便益（給水、水力発電、レクリエーション、健全な生態系を保つための環境流量）とのバラ

ンスをとらなければならない。気候変動モデルから、世界の多くの地域で、洪水、旱魃ともに発生

頻度が増えることが伺える。そのため、多くの目的のバランスをとることが困難になりつつある（１）。

氾濫原の大規模再接続により洪水流を貯留し送水すれば、上流の貯水池を一部空けておく必要性が

減り、満水時に提供し得る便益が高まる。氾濫原再接続による水管理システムの回復力強化は、生

態系に基づく気候変動への適応策として有望な一例である。

このアプローチの経済的、政治的な実行可能性の鍵は、再接続された氾濫原地域が概ね私有地の

まま残る可能性があるため、農業生産性などによる収益をもたらすことである。定期的な浸水に対

応できる農作業としては、牧草地、木材、洪水に強い作物の栽培（スイッチグラスや柳などのバイ

オマス燃料源など）などがあげられる（11）。米国西部など、洪水の季節性が強い地域では、乾季
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に一年生作物を栽培することができる。洪水が栽培期と重なる場合でも、さほど頻繁に浸水しない

（10年に一度以下など）再接続地では、多様な作物を栽培することができるであろう。

自然植生下の氾濫原では高い生物学的生産性や多様性（７）が支えられ、ヘクタール当たりの価

値で言えば各種生態系の中でも河口に次ぐ豊かな生態系を提供している（6）。例えば、多年生植物

により（復元された生息域であれバイオマス作物であれ）、炭素隔離が促され（12）、土壌浸食の軽

減や栄養塩の保持の増加により（11）水質が改善する。

資金管理と再接続

ここで概説した構想は、氾濫原の新しい土地利用パターンにより、洪水流の定期的な送水と貯留

が可能となり、洪水リスクの低減や多目的貯水池による便益の増大など、相当な社会的便益が生れ

るとの前提をふまえている。こうした便益には、洪水被害に対する定期的な補償と供に、堤防の後

退、浸水地役権、土地取得、復元に関わる巨額の先行投資が発生する。州または連邦政府は、氾濫

原の土地所有者と、洪水リスクの低減、貯水池の再配分、生態系サービスの受益者とを結びつける

制度的または財政的な仕組みを支援する必要がある。

サクラメント地域洪水防止局（Sacramento Area FloodControlAgency）の提案に似た形で、例

えば受益者（または代理として政府）は、洪水リスクの増大または再接続地の経済的生産性の喪失

に対する土地所有者への補償を支払うことができる（13）。同局の提案は、大型暴風雨時に、「安全

弁」となり開発地への影響を緩和することとなった氾濫原の農家に補償するというものであった。

生態系サービスは炭素隔離や栄養物隔離の新たな市場を通して収益を生む可能性がある。野生動物

の生息地、公的オープンスペース、あるいは地下水涵養の提供といった他のサービスは、公的財源

（湿地保存計画WetlandReserve Programなど）、あるいは、狩猟用借地料徴収や湿地、絶滅危惧

種の生息地、地下水を保全するための「銀行」などにより（14，15）、資金を確保し得る。

氾濫原再接続に対する潜在的需要を表す一例がある。米農務省（USDA）は、氾濫原の地役権設

定のためのアメリカ回復再投資法（American Recovery and Reinvestment Act）に基づき１億

4,500万ドルを受け取り、登録可能な面積（14,400ha）を超える 10倍以上の土地（192,000ha）に

ついて申請を受け取った（16）。水（近い将来の水資源開発に関する連邦の原則と指針の改正など

（17））およびエネルギー、農業、気候変動にかかわる現行の法規及び政策立案プロセスは、洪水

リスク低減手段としての氾濫原再接続を推進する機会をもたらしている。

成功例：ヨーローバイパス（Yolo Bypass）

ほとんど実施されていないものの、大規模な氾濫原再接続というこの構想に前例がないわけでは
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ない。カリフォルニア州のヨーローバイパスは、大規模な洪水発生時に、洪水流をサクラメント市

から迂回させ、サクラメント川の洪水流の80％を流下させた（1487ページの図参照）（18）。この

バイパスは、「堤防のみ」のアプローチでは洪水被害を十分に低減できないことが明らかになった

1930 年代に、24,000ha の氾濫原を再接続して構築された（19）。大量の洪水流を運び、カリフォ

ルニア州の水管理施設の柔軟性を高めている。1986年3月の洪水時には、125億立方メートル以上

の水、つまり、サクラメントの全流域貯水池が受け入れられる洪水防止貯水総量（35億立方メート

ル）の 3倍以上の水を運んだ。この時、洪水防止システムはほぼフル稼働していた（20）。バイパ

ス氾濫原がなければ、カリフォルニア州は巨大な洪水防止施設を別に構築するか、既に一杯の利水

容量をさらに洪水防止用に配分する必要があるであろう。

バイパスの３分の２は私有の生産農地である。浸水時には、鳥類や在来魚の生息地となっている

（18）。バイパスは、急成長する地域の広場、レクリエーション（収益をもたらすカモ猟クラブな

ど）、地下水涵養（旱魃時の流域土手として貴重）など、別の生態系サービスを提供している（14）。

結論

先進諸国では持続的でない氾濫原の土地利用が一般的であり、開発途上国も同じ道をたどってい

る（7）。ここに紹介した構想は氾濫原から人間の活動を排除せよと求めるものではない。むしろ、

社会と個人土地所有者の双方に氾濫原の最大の便益をもたらしつつ、非持続的な利用を減らしてい

くというアプローチである。
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